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福祉用具・住宅改修



（福祉用具貸与・特定福祉用具販売の価格）
○ 福祉用具貸与・特定福祉用具販売の価格は、貸与・販売事業者がその運営規程において定めてい
るが、価格の設定に当たっては、通常、製品価格のほか、計画書の作成や保守点検などの諸経費が含
まれている。

○ しかしながら、貸与・販売価格の設定が事業者の裁量によることから、同一製品であっても、平
均的な価格と比べて非常に高価な価格請求が行われているケースが存在しているとの指摘があり、こ
れまで貸与価格については、
・ 平成21年度より、保険者が国保連合会の介護給付費データを活用し、同一製品の貸与価格幅等

が記載された介護給付費通知を発出することを可能としたほか、
・ 平成26年３月より、（公財）テクノエイド協会が国保連合会から、種目別の全国平均価格と全

国最頻価格（実勢値）の提供を受け、製品情報と合わせてホームページ上で公開する運用の開
始、

・ 平成27年度より、複数の福祉用具を貸与する場合において、事業者は一定のルールの下、都道
府県等に届け出ている福祉用具の価格よりも減額して貸与することを可能とすること、

といった取組を行ったところである。

○ また、一部の自治体においては、福祉用具貸与適正化のため独自に価格を公表するなどの取組を
行っている。

○ しかしながら、適正な価格・サービス競争の促進、地域差の是正等の観点から、製品の希望小売
価格や耐用年数を考慮して算定される価格と、搬出入や保守点検のサービス等に要する価格に区分し、
価格形成について利用者・保険者への情報開示を進めるべきとの意見もある。

○ 一方、一般社団法人日本福祉用具供給協会からは、利用者の重度化を防ぎ、介護離職ゼロを進め、
介護費用を抑制するために軽度者に対する福祉用具サービス等については継続するよう要望が出され
るとともに、レンタル価格及びサービスの適正化に向けて、「価格の見える化」や「外れ値」対策等
を協会においても行うとの提案がなされている。

現状・課題

福祉用具貸与・特定福祉用具販売について
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（福祉用具の適切な利用の促進）

○ 福祉用具の利用に当たっては、介護支援専門員（ケアマネジャー）がケアプランに記載するだけ
でなく、福祉用具専門相談員が専門的知識に基づき利用者又はその家族に助言をしながら利用開始
時に適切なアセスメントを行うとともに、利用者の状態を考慮した定期的なマネジメントを適切に
行い、利用すべき福祉用具が決定される必要がある。

○ そのため、以下の対応を行っているところである。
・ 平成24年度より、福祉用具専門相談員に対し、指定福祉用具貸与の目標、当該目標を達成する

ための具体的なサービスの内容等を記載した福祉用具貸与計画の策定を義務化した。また、計画
に基づき、目録等の文書を示し、福祉用具の機能、使用方法、利用料等の情報を提供し、利用者
の同意を得ることとしている。

・ 平成27年度より、福祉用具専門相談員の指定講習カリキュラムの見直しや自己研鑽の努力義務
化を行うことにより、福祉用具専門相談員の質の向上を図っている。

福祉用具貸与・特定福祉用具販売について

現状・課題
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住宅改修について

（住宅改修の工事価格・適切な利用の促進）

○ 市町村は、居宅要介護被保険者等が住宅改修を行ったときは、当該居宅要介護被保険者等に対し、
支給限度基準額である20万円を上限に、居宅介護住宅改修費を支給することとしている。住宅改修
に係る工事価格の設定は、住宅改修を行う事業者の裁量による。

○ しかしながら、平成24年度に実施したアンケート調査によると、約６割の保険者が「事業者によ
り技術・施工水準のバラツキが大きい」と回答している。

○ また、住宅改修費は償還払いのため、国保連合会に給付データの蓄積がないなど、工事価格等の
取引実態の把握が進んでいない状況にある。

○ これを踏まえ、住宅改修の質の向上に向けた対応として、平成27年３月に住宅改修事業者や関係
職種向けのテキストの編集と都道府県を通じた市町村への周知を行ったところである。

○ なお、一部の自治体においては、建築の専門職が事前に申請内容を確認する、ＰＴ・ＯＴ・その
他住宅改修に関する知見を備えた者が関与する等、利用者にとって適切な住宅改修の利用につなげ
ているところもある。

現状・課題
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（保険給付の範囲・利用者負担）

○ 福祉用具は、利用者が可能な限り居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、生活
機能の維持又は改善を図り、状態の悪化の防止に資するとともに、介護者の負担の軽減を図る役割
を担っている。

○ 保険給付の範囲については、「福祉用具の範囲の考え方について」（平成10年８月24日医療保険
福祉審議会老人保健福祉部会事務局提出資料）を考慮しつつ、介護保険福祉用具・住宅改修評価検
討会において議論を行い、給付を行うことが適当と判断されたものに限り保険給付の対象種目とし
ている。

○ 一方、住宅改修は、段差の解消や手すりの設置などを通じて、高齢者の自立を支援する役割を
担っている。

○ 保険給付の範囲については、「個人資産の形成につながる面があり、また、持ち家の居住者と改
修の自由度の低い借家の居住者との受益の均衡を考慮」し、小規模なものに限定されている（平成
10年８月24日第14回医療保険福祉審議会老人保健福祉部会事務局提出資料）。

○ 利用者負担は、福祉用具、住宅改修ともに、他のサービスと同様、１割負担（一定所得以上の者
は２割負担）となっている。

○ これらに関して、要介護区分ごとに標準的な貸与対象品目を定めることや、軽度者に対する保険
給付の割合を引き下げるべきなどの意見がある。

福祉用具貸与・特定福祉用具販売・住宅改修について

現状・課題
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（経済財政運営と改革の基本方針等における記載内容）

○ 経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）（平成27年６月30日閣議決定）

○ 経済・財政再生アクション・プログラム（抄）（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）

○ 経済財政運営と改革の基本方針2016（抄）（平成28年６月２日閣議決定）

現状・課題

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料負担の上昇等を抑制する。
このため、次期介護保険制度改革に向けて、高齢者の有する能力に応じ自立した生活を目指すと
いう制度の趣旨や制度改正の施行状況を踏まえつつ、軽度者に対する生活援助サービス・福祉用
具貸与等やその他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行を含め検討を行う。

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料の上昇等を抑制するため、
（ⅰ）次期介護保険制度改革に向け、軽度者に対する生活支援サービス・福祉用具貸与等やその

他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行、負担のあり方を含め、関係審
議会等において検討し、2016年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講
ずる（法改正を要するものに係る2017年通常国会への法案提出を含む）。

社会保障分野においては、世界に冠たる国民皆保険・皆年金を維持し、これを次世代に引き渡
すことを目指し、「経済・財政再生計画」に掲げられた医療・介護提供体制の適正化、インセン
ティブ改革、公的サービスの産業化、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化、薬価・調剤
等の診療報酬及び医薬品等に係る改革、年金、生活保護等に係る44の改革項目について、改革工
程表に沿って着実に改革を実行していく。

※ 下線は事務局が付した
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◆福祉用具貸与・特定福祉用具販売
○ 福祉用具貸与の価格について、給付費請求データに基づいて全ての福祉用具の貸与価格情報を把
握し、全国レベルでホームページにおいて公表する仕組みを作ってはどうか。

○ 利用者が、自立支援や状態の悪化の防止に資する適切な福祉用具を選択できるよう、福祉用具専
門相談員が、貸与価格情報等を用いて貸与しようとする製品の価格・特徴等を利用者に説明するこ
と、及び複数の製品を提示することを義務づけてはどうか。併せて、利用者に交付しなければなら
ない福祉用具貸与計画書を介護支援専門員（ケアマネジャー）にも交付することとしてはどうか。

○ 福祉用具貸与価格に、極端な価格差が生じないようにするため、極端に高い額を貸与価格とする
場合には、あらかじめ保険者の了解を必要とすることとしてはどうか。また、貸与事業者に対し、
介護給付費請求書の適切な記載方法の徹底を図ってはどうか。

◆住宅改修
○ 住宅改修の内容や価格を、保険者が適切に把握・確認できるようにするとともに、利用者の適切
な選択に資するため、

・ 事前申請時に利用者が保険者に提出する見積書類の様式（改修内容、材料費、施工費の内訳
が明確に把握できるもの）を、国が示すこととしてはどうか。

・ 複数の住宅改修事業者から見積りを取るよう、介護支援専門員（ケアマネジャー）が利用者
に対し説明することとしてはどうか。

○ 建築の専門職やＯＴ・ＰＴ・福祉住環境コーディネーター・その他住宅改修に関する知見を備え
た者が適切に関与している事例や、住宅改修事業者への研修会を行っている事例等、保険者の取組
の好事例を広く紹介してはどうか。

◆共通事項
○ その他、福祉用具や住宅改修が、利用者の自立支援、状態の悪化の防止、介護者の負担軽減等の
役割を果たしていることも考慮した上で、価格設定や保険給付の対象範囲、利用者負担のあり方等
について、どのように考えるか。

論 点
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軽度者への支援のあり方
（参考資料）（抜粋）

社会保障審議会
介護保険部会（第66回） 参考資料１

平成28年10月12日



【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○ 二次予防事業
○ 一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営

・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携の推進

○ 認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○ 生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で
実施

新しい地域支援事業の全体像

93


	改革工程表において�年末までに検討・結論とされた事項について�（参考資料）�
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	入院時生活療養費における居住費負担（光熱水費相当額）について
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	外来の機能分化・連携の推進
	スライド番号 11
	（参考）平成２３年９月１６日　医療保険部会提出資料�（受診時定額負担の仕組みについて（案））
	高額療養費制度の見直しについて
	高額療養費制度の見直しについて
	高額療養費制度の見直しについて
	高額療養費制度の見直しについて
	高額療養費制度の見直しについて
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	金融資産等の保有状況を考慮に入れた負担の在り方について（論点）
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	スライド番号 48
	スライド番号 49
	スライド番号 50
	スライド番号 51
	スライド番号 52
	スライド番号 53
	スライド番号 54
	スライド番号 55
	スライド番号 56
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59
	スライド番号 60
	スライド番号 61
	スライド番号 62
	スライド番号 63
	スライド番号 64
	スライド番号 65
	スライド番号 66
	スライド番号 67
	スライド番号 68
	スライド番号 69
	スライド番号 70
	スライド番号 71
	スライド番号 72
	スライド番号 73
	スライド番号 74
	スライド番号 75
	スライド番号 76
	介護納付金の総報酬割について
	スライド番号 78
	軽度者への支援のあり方
	スライド番号 80
	スライド番号 81
	スライド番号 82
	スライド番号 83
	スライド番号 84
	スライド番号 85
	スライド番号 86
	スライド番号 87
	スライド番号 88
	スライド番号 89
	スライド番号 90
	スライド番号 91
	スライド番号 92
	軽度者への支援のあり方�（参考資料）（抜粋）
	スライド番号 94
	福祉用具・住宅改修�（参考資料）（抜粋）
	スライド番号 96
	福祉用具貸与・販売の流れ
	スライド番号 98
	スライド番号 99

